
中小規模新築建物における新制度

2022年10月17日（月曜日）開催
第５回 東京都新築建築物制度改正等に係る技術検討会

資料１



中小規模
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前回までのまとめ（建築物環境報告書制度（仮称））



第４回技術検討会での主な意見
太陽熱、地中熱等の太陽光発電以外再エネ利用設備の取扱について
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中小規模

●太陽熱、地中熱利用は１棟あたり太陽光発電２kWを設置したものとみなす
・2kW超の再エネ利用量があると認められる場合は、当該利用量に相当する太陽光発電設備を設置とみなす
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Ⓣ
前回宿題

・太陽光発電１kWあたりの年間一次エネルギー消費削減量に相当する再エネ利用量を計算

１kW ＝ 1,000kWh/年 3,600MJ/年

・1kwh＝3,600kJ・年間発電量を1,000kWhとする

給湯用
熱源

太陽熱システム
の種類

大きさ例
太陽熱
利用量

都市ガス ソーラーシステム ４㎡（200L） 6,253MJ/年

・太陽熱利用システム導入効果の目安（３人家族）

（出典）一般社団法人ソーラーシステム振興協会HP

1.7kW程度の太陽光
発電の設置と同等
（売電分含む）

【ケーススタディ：地中熱利用】
・「家庭でのエネルギー消費は1 世帯あたりで約39GJ（2008年
度）」、「約2～7GJ程度※、全体では6～17％程度削減でき
ると期待」
（出典）地中熱利用に当たってのガイドライン改訂版（環境省 水・大気環境局）
※地中熱利用方式により異なる

0.6~1.9kW ※程度の
太陽光発電の設置と
同等（売電分含む）

【ケーススタディ：太陽熱利用】

＊その他の再エネ利用設備（大気熱、再エネの直接利用を除く。）については個別に再エネ利用量を算出

義務履行上は
２kWと評価する



建築物等に係る環境配慮の措置
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中小規模

●すべての建築主は次の４分野について環境への負荷の低減に努めているところ
・引き続きこれら４分野への環境配慮の措置について、大規模（建築物環境計画書制度）とともに促進していく。
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エネルギーの使用の合理化及び再生可能エネルギーへの転換

資源の適正利用

生物多様性の保全

気候変動への適応

今回新規

●知事は配慮指針を作成し、負荷低減に向けて配慮すべき事項などを定める。
・分野「エネルギーの使用の合理化及び再生可能エネルギーへの転換」については本日、その他３分野について
は今後の技術検討会において意見を頂く。



建築物等に係る環境配慮の措置
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中小規模

１
２
３
４
５
６
７
８
９
10
11
12
13
14
15
16
17
18

今回新規

●新制度では「配慮すべき事項」に対する措置をアピールできる仕組みとする。
・建築物環境報告書（仮称）の報告において、配慮指針に基づき各事業者が行う「配慮すべき事項」に対する
措置を自由に記載できるようにする。

・記載内容の公表を通じて、各事業者の取組をひろくアピールできる仕組みとする。
・措置の実績については、義務基準に関する現地調査の際に合わせて確認する。

取組の種類 評価方法

誘導基準(例：断熱・省エネ性能誘導基準、再エネ設置誘導基準等) 任意 定量的

義務基準(例：断熱・省エネ性能基準、再エネ設置基準等) 義務 定量的

区分ごとに定める配慮すべき事項 任意 定性的

義務基準

誘導基準

【配慮事項と基準の関係（イメージ）】
・区分ごとに配慮すべき事項を定性的に定める。建築主等は措置を行うことに努め、任意で取組内容をアピール
・区分のうち一部(断熱・省エネ、再エネ等)については義務基準、誘導基準を定め、定量的基準への適合を判断

配慮すべき事項

４つの分野について区分ごとに配慮すべき事項を定める



建築物等に係る環境配慮の措置（分野その１）
エネルギーの使用の合理化及び再生可能エネルギーへの転換
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中小規模
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区分 配慮すべき事項 基準との関係

建築物外皮の熱負荷抑制
日射による熱取得の低減並びに室内外の温度差による熱取得及び熱損失
の低減に係る事項

省エネ基準
（断熱）

再エネの直接利用
建築物の用途及び周辺地域の状況に応じて、再生可能エネルギーを直接
利用するために行う事項

ー

再エネの変換利用
建築物の周辺地域の状況に応じて、再生可能エネルギーを電気又は熱に
変換して利用するために行う事項

再エネ基準

再エネ電気の受入れ 再生可能エネルギー電気の受入れに係る事項 ー

設備システムの高効率化
効率的なエネルギー利用のために行う設備機器のシステム及び制御のシ
ステムの構築に係る事項

省エネ基準
（省エネ）

エネルギーマネジメント
建築設備の運転管理時にエネルギー利用の効率的な運用を可能とするた
めに行う事項

ー

今回新規

●引き続き各分野において、区分ごとに配慮すべき事項を定め、措置を促進していく

※「地域における省エネルギー（エネルギーの面的利用）」は戸建住宅を中心とする中小建築物では取組が限定
的であるため、区分を設けない。

区分ごとにチェックボックスを用意して
チェック

品確法の耐震等級など必須をカバーできるように区分を検討

Ⓣ

Ⓣ

Ⓗ

Ⓗ

Ⓗ

Ⓗ
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中小規模
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●再エネの直接利用の例

建築物の用途及び周辺地域の状況に応じて、再生可能エネルギーを積極的に直接利用

（出典）大和ハウス工業株式会社ホームページ
に都が一部加筆

建築物等に係る環境配慮の措置（分野その１）
エネルギーの使用の合理化及び再生可能エネルギーへの転換

今回新規

（出典）ポラテック株式会社
ホームページ
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中小規模
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●エネルギーマネジメントの例

（出典）三菱地所レジデンス株式会社ホームページに都が一部加筆

建築設備の運転管理時にエネルギー利用の効率的な運用を可能とするために太陽光発電等を一括コントロール

建築物等に係る環境配慮の措置（分野その１）
エネルギーの使用の合理化及び再生可能エネルギーへの転換

今回新規


